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１．食品表示基準の改正概要について

〇 添加物に関する表示

昨年度開催された食品添加物表示制
度に関する検討会の報告を踏まえ、基
準の一部を改正。

【改正対象条項】
第３条第１項の表、別表第６、
別表第７

〇 原料ふぐの種類に関する
表示

基準に掲げているふぐの種類に変更
が生じたため、基準の一部を改正。

【改正対象条項】
別表第19、別表第24

食品表示基準（以下「基準」という。）の一部改正が必要な事項は、以下のとおり。
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〇 特色のある原材料等に関す
る表示

日本農林規格等に関する法律施行令
の改正により、有機畜産物が新たに指
定農林物資とされたことから、基準の
一部を改正。

【改正対象条項】
第７条の表

※その他、所要の軽微な改正を行う。 （第５条の表、第10条、第11条、第15条、別表第４、別表第19及び別表第23）
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食品添加物表示制度に関する検討会について

第１回

・食品添加物表示制度をめぐる情勢
・今後の進め方等について

第２回～第３回

・関係者ヒアリング（消費者、事業者等）

第４回～第７回

・論点整理及び論点に沿った個別議論

第８回

・報告書骨子（案）に関する議論

第９回

・報告書（案）に関する議論

検討会構成委員 検討会スケジュール

令和
2.2.27

平成
31.4

「食品添加物表示に関する検討会報告書」の概要（１）
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２．添加物に関する表示について



現行制度の概要 今後の整理の方向性

食品添加物は、物質名で表示する他、一部の添加物は、
一括名等で表示が可能。

物質名等で表示を求める消費者からの要望
・見やすさ、なじみがある、表示可能面積不足等から、
現行制度を維持。
・使用した個々の物質や目的について、事業者が消費
者へ自主的な情報提供を実施。

・消費者の誤認を招く無添加表示の存在

・具体的な表示禁止事項の解釈を示す通知が不明確。

・表示禁止事項を明確化するため、「無添加表示」に関す
るガイドラインを策定。

・一部の食品（ジャム類等）を除き、表示が不要。

・消費者の分かりやすさの観点から、原則全ての加工食
品に表示する方向で検討。

・事業者の影響等の調査や消費者委員会食品表示部会
の「表示の全体像」も踏まえる必要。

・食品添加物やその表示に関し、消費者の理解が進んで
いない。

・行政機関、消費者、事業者団体が連携し、対象
とする世代に応じたアプローチを実施。

○無添加、不使用の表示

○栄養強化目的で使用した添加物の表示

○普及、啓発、消費者教育

○一括名、簡略名・類別名表示 ／ 用途名の表示

・「人工甘味料」、「合成保存料」等の用語が無添加表示の
ためだけに使用。

・消費者の誤認を防止する観点等から、「人工」、「合成」
の用語を削除。

「食品添加物表示に関する検討会報告書」の概要（２）
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「食品添加物表示制度に関する検討会報告書」

４．今後の食品添加物表示制度の方向性
（２）「無添加」、「不使用」の表示

① 現行制度の概要
イ 「人工」、「合成」の用語

食品表示基準別表第６において、甘味料については「甘味料、人工甘味料又は合成甘味料」、着色料については「着
色料又は合成着色料」、保存料については「保存料又は合成保存料」、食品表示基準別表第７において、香料について
は「香料又は合成香料」の用語を規定している。
なお、平成元年の食品衛生法に基づく制度改正で、国際動向を踏まえ、食品に使用した食品添加物は天然と化学合成

品とに差を設けず、原則として全て表示することとなったが、次長通知においても、この考え方を継承しており、食品
添加物の表示において「天然」又はこれに類する表現の使用を認めず、食品に使用した場合は、上記の差を設けること
なく、原則として全て表示することとしている。

「食品添加物表示制度に関する検討会報告書」について（１）

〇 食品添加物表示の在り方については、食品表示法の制定過程における「食品表示一元化検討会」において、一元化の機
会に検討すべき事項とは別に検討すべき事項と位置付けられ、消費者基本計画（平成27年３月24日閣議決定）においては、
個別課題として実態を踏まえた検討を行う事項と整理された。

〇 このことから、平成31 年から全９回にわたり、「食品添加物表示制度に関する検討会」を開催し、消費者の食品添加物
の表示の利活用の実態や、海外における食品添加物の表示制度等も踏まえ、食品添加物表示制度の在り方について議論を行
い、同検討会が令和２年３月31日に「食品添加物表示制度に関する検討会報告書」をとりまとめ。
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② 整理の方向性
イ 「人工」、「合成」の用語

消費者意向調査の結果では、消費者は添加物に関して「人工」、「合成」といった文言があると避けるという消費
者が存在することが分かった。また、事業者団体等関係者からのヒアリングでは、「化学調味料」のように、食品表
示法上、その定義が不明確な用語が使用されていることも、添加物に対する消費者の理解に影響しているとの意見が
挙がった。
検討会では、食品表示基準にある「合成保存料」、「人工甘味料」等の、「人工」及び「合成」を冠した食品表示

添加物表示に関する規定については、添加物の表示が全面化された平成元年当時の食品衛生法における添加物表示の
整理と矛盾することから、また消費者の誤認防止の観点から、委員の総意として当該用語を削除することが適当であ
るとされた。
なお、「化学調味料」のような法令上にない用語の使用により消費者の添加物に対する理解に影響を与えると指摘

された表示については、（２）の②のアで示されたガイドラインの検討段階において、事業者がその用語について広
告等を含め表示することがないような検討を併せて行うことが望ましい。

「食品添加物表示制度に関する検討会報告書」について（２）



添加物表示に関する基準の改正について（１）

食品添加物表示制度に関する検討会報告書を踏まえ、一般加工食品の横断的義務表示事項を定めた基
準第３条第１項の表、別表第６、別表第７を改正し、「人工」及び「合成」の用語を削除する。

改正案 第３条第１項の表（横断的義務表示）
添加物

現行

１ 次に掲げるものを除き、添加物に占める重量の割合の高いものから順に別表第６の上欄に掲げるも
のとして使用される添加物を含む食品にあっては当該添加物の物質名及び同表の下欄に掲げる用途の
表示を、それ以外の添加物を含む食品にあっては当該添加物の物質名を表示する。
一～三 （略）

２ （略）
３ １の規定にかかわらず、添加物の物質名の表示は、一般に広く使用されている名称を有する添加物
にあっては、その名称をもって、別表第７の上欄に掲げるものとして使用される添加物を含む食品に
あっては同表の下欄に掲げる表示をもって、これに代えることができる。

４ １の規定にかかわらず、次に掲げる場合にあってはそれぞれ当該各号に掲げる用途の表示を省略す
ることができる。
一 添加物を含む旨の表示中「色」の文字を含む場合 着色料又は合成着色料
二 （略）

改正案

１～３ （略）

４ １の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合にあってはそれぞれ当該各号に定める用途の表示を
省略することができる。
一 添加物を含む旨の表示中「色」の文字を含む場合 着色料

二 （略）
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添加物表示に関する基準の改正について（２）
改正案 別表第６（添加物の用途）

甘味料
現行 甘味料、人工甘味料又は合成甘味料

改正案 甘味料

着色料
現行 着色料又は合成着色料

改正案 着色料

保存料
現行 保存料又は合成保存料

改正案 保存料

（略）

改正案 別表第７（添加物の物質名の代替となる語（一括名））
（略）

香料
現行 香料又は合成香料

改正案 香料

（略）
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３．原料ふぐの種類に関する表示について

改正案 別表第19（一般加工食品の個別的表示事項）
食品 ふぐを原材料とするふぐ加工品

表示事項 原料ふぐの種類

表示の
方法

現行 原料ふぐの種類を次に掲げる標準和名で表示するとともに、「標準和名」の文字を表示する。
一～二十 （略）
二十一 もようふぐ
二十二 しろあみふぐ
二十三～二十八 （略）

改正案 原料ふぐの種類を次に掲げる標準和名（以下「標準和名」という。）で表示するとともに、「標準和
名」の文字を表示する。
一～二十 （略）
二十一 もようふぐ
（削除）
二十二～二十七 （略）

〇 基準において、ふぐを原材料とするふぐ加工品及び生鮮ふぐ（※）については、原料ふぐの種類の表示を行うこととされて
いる。（※）ふぐの内臓を除去し、皮をはいだもの並びに切り身にしたふぐ、ふぐの精巣及びふぐの皮であって、生食用でないもの並びに切り身にしたふぐ、ふ
ぐの精巣及びふぐの皮であって、生食用のもの

〇 他方、有毒部位の除去等により人の健康を損なうおそれがないと認められるふぐの種類については、食品衛生法（昭和
22年法律第233号）第6条2号に基づく通知（「ふぐの衛生確保について」（昭和58年環乳第59号厚生省環境衛生局長通
知））により示されているが、今般、そのふぐの種類に変更が生じ、当該通知については令和２年５月１日に改正。
（「しろあみふぐ」は、「もようふぐ」と同一種類（「もようふぐ」の幼魚）であることが判明したため、「もようふぐ」に統一）

〇 このため、基準別表第19及び別表第24についても原料ふぐの種類に係る改正を行う。

9上記のほか、別表第24（一般用生鮮食品の個別的表示事項）についても同様の改正を行う。



４．特色のある原材料等に関する表示について（１）
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〇 基準第７条では、任意表示として、有機農産物、有機畜産物、有機加工食品等の特色のある原材料等に関する表示事項を
規定しており、現状、有機農産物及び有機加工食品については、日本農林規格等に関する法律施行令（昭和26年政令第
291号。以下「JAS法施行令」という。） 第17条で表示規制の対象として指定されていることを根拠として該当する告示
を引用している。

〇 具体的には、日本農林規格等に関する法律（昭和25年法律第175号。以下「JAS法」という。）第63条は、名称の表示
の適正化を図ることが特に必要であると認められる農林物資に対する表示規制について規定しており、現在、JAS法施行令
第17条において、当該農林物資として指定されているのは、いわゆる有機農産物及び有機農産物加工食品（以下「有機農
産物等」という。）となっている。このため、有機農産物等については、JAS法に基づいてJASマークを付されていなけれ
ば、「有機」と表示できないこととされている。

〇 今般、有機畜産食品に対する志向の高まり、東京オリンピック・パラリンピックの食材調達基準において有機食品が推奨
されたこと等を背景に商品の流通量が増加していることから、いわゆる有機畜産物、有機畜産物加工食品及び有機農畜産
物加工食品（以下「有機畜産物等」という。）についても、有機農産物等と同様に表示の適正化を図ることが必要である
ことから、今年１月にJAS法施行令が改正され、有機畜産物等が当該表示規制の対象となった（施行日は同年７月16日）。

〇 このため、今回のJAS法施行令の改正に伴い、有機畜産物について該当する告示（有機畜産物の日本農林規格（平成17年
農林水産省告示第1608号）を引用する基準の改正を行う。



特色のある原材料等に関する表示について（２）
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特色のある原材料等に関する事項

現行

１ 特定の原産地のもの、有機農産物（有機農産物の日本農林規格（平成17年農林水産省告示第1605号）第
３条に規定するものをいう。）、有機畜産物、有機加工食品（有機加工食品の日本農林規格（平成17年農
林水産省告示第1606号）第３条に規定するものをいう。）その他の使用した原材料が特色のあるものであ
る旨を表示する場合又は製品の名称が特色のある原材料を使用した旨を示すものである場合にあっては、第
３条第２項の規定により原料原産地名を表示する場合（任意で原料原産地名を表示する場合を含む。）を除
き、次の各号に掲げるいずれかの割合を当該表示に近接した箇所又は原材料名の次に括弧を付して表示する。
ただし、その割合が百パーセントである場合にあっては、割合の表示を省略することができる。
一・二 （略）

２ （略）

改正案

１ 特定の原産地のもの、有機農産物（有機農産物の日本農林規格（平成17年農林水産省告示第1605号）第
３条に規定するものをいう。）、有機畜産物（有機畜産物の日本農林規格（平成17年農林水産省告示第
1608号）第３条に規定するものをいう。）、有機加工食品（有機加工食品の日本農林規格（平成17年農林
水産省告示第1606号）第３条に規定するものをいう。）その他の使用した原材料が特色のあるものである
旨を表示する場合又は製品の名称が特色のある原材料を使用した旨を示すものである場合にあっては、第３
条第２項の規定により原料原産地名を表示する場合（任意で原料原産地名を表示する場合を含む。）を除き、
次の各号に掲げるいずれかの割合を当該表示に近接した箇所又は原材料名の次に括弧を付して表示する。た
だし、その割合が百パーセントである場合にあっては、割合の表示を省略することができる。
一・二 （略）

２ （略）

改正案 第７条の表
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５．食品表示基準施行スケジュール

○ 2020年７月16日公布及び施行
※JAS法施行令と同日施行

○ 経過措置期間として、2022年
３月31日までに製造され、加
工され、又は輸入される加工食
品（業務用加工食品を除く。）
及び同日までに販売される業務
用加工食品の添加物の表示につ
いては、なお従前の例によるこ
とができることとしている。




